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[bookmark: _Toc429383712]◆はじめに

　平成24年4月より改正障害者自立支援法（現「障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律」）が施行され、基幹相談支援センターの設置や支給決定プロセスに障がい者ケアマネジメントに基づき作成されたサービス等利用計画案の提出を組み入れるなど、相談支援体制の充実強化に向けた取組みが図られました。この改正を受けて、各市町村においては相談支援体制の整備を図るため、基幹相談支援センターの設置や相談支援事業所及び相談支援専門員の拡充に取組み、大阪府内において平成24年4月時点で470人であった相談支援専門員が平成27年4月には1,033人と倍増しています。しかし、一事業所あたりの相談支援専門員数は指定特定相談支援事業所で1.6人、指定障がい児相談支援事業所で1.7人（平成27年4月）であり、相談支援専門員が1人の事業所も多数存在します。このような状況のもと、相談支援の充実・強化に向けては、事業所内でのOJTもさることながら、身近な地域で相談支援専門員のスキルアップ、フォローアップをする仕組みの構築が急務の課題となっています。

　本部会では、障がい者ケアマネジメントの手法を活用しながら、障がい者等の想いに寄り添い、自己決定するプロセスを支えることのできる相談支援専門員の養成に向けて、相談支援専門員に求められる姿を明らかにし、大阪府で実施する相談支援専門員の研修体系を整理するとともに、養成した相談支援専門員を育成するための地域づくりに焦点を当て、市町村で実施されている地域自立支援協議会や市町村、基幹相談支援センターを中心とする研修やフォローアップ体制の先行事例等、相談支援専門員を支える仕組みについて調査審議し、本書をまとめました。

　本書が、障がい児者の想いに寄り添った相談支援の担い手である相談支援専門員の人材育成と定着支援に向けた取組みの一助となり、障がい児者の生活の質の向上につながれば幸いです。
　
　

平成27年●月
大阪府障がい者自立支援協議会ケアマネジメント推進部会
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[bookmark: _Toc429383714]（１）相談支援と相談支援専門員～障がい者ケアマネジメントの担い手
【相談支援事業と計画相談支援・障がい児相談支援及びセルフプラン】
○相談支援事業とは
　相談支援とは、障がい児者一人ひとりのニーズを的確に把握して、ニーズを充足するとともに、障がい児者が自ら生活する力をつけていくこと、さらには、障がい児者が抱える個々の課題をくみ取り、地域全体で課題を共有して変えていく、という障がい者ケアマネジメントの理念に基づいた包括的な支援です。
障がい者やその家族が、さまざまなサービスを利用しながら、地域の中でその人らしい暮らしを続けていくために、あらゆる相談を受け止め、常に本人の立場に立って、「望んでいることは何か」「何を支援すればよいか」「支援をするときに地域の社会資源はどんな状況か」など、さまざまな視点をもって、本人を中心に、家族、障がい福祉サービス事業者等支援者及び行政機関とネットワークを構築しながら行っていくことが重要です。
また、相談支援にあたっては、権利擁護の視点も欠かすことができません。権利擁護は、権利が侵害された場合の事後救済を意味するものではなく、障がい者等がより豊かに自分らしく、自分の望む生活を支援することを目指すものです。
平成28年4月から、障害者差別解消法が施行され、障がい福祉サービス事業者にも、合理的配慮の提供が努力義務とされます。今後一層、指定特定相談支援事業者等として、権利擁護の視点をもって、利用者の支援にあたることが必要です。また、相談支援専門員がサービス担当者会議の場などサービス事業所との調整にあたって、サービス提供時の配慮や創意工夫が見出せるよう促すことも大切になります。

　相談支援事業は、公費の財源面から、大きく２つに分類されます。市町村の責務として交付税及び地域生活支援事業補助金を財源として実施される「障がい者相談支援事業」（障害者総合支援法第77条）と、個別給付化され計画相談支援給付費、地域相談支援給付費等の報酬で実施される「相談支援」（障害者総合支援法第５条、児童福祉法第６条の２の２）です。
　市町村の責務である「障がい者相談支援事業」は、障がい福祉サービスの利用の有無に関わらず、障がい児者及びその家族からの相談に応じ、必要な情報の提供や助言等を行います。一般的な相談は、市町村が直接行うか、指定特定・一般相談支援事業者、指定障がい児相談支援事業者に委託して、全ての市町村で実施されているところです。
　一方、個別給付である、指定特定相談支援事業者等が実施する特定相談支援事業、障がい児相談支援事業及び一般相談支援事業の基本相談支援は、計画相談支援（障がい児相談支援を含む）や地域移行支援・地域定着支援につなげるために必要な障がい福祉サービス等の情報提供等があたると考えられます（「相談支援の内容（イメージ）」参照）。
　市町村における相談支援体制の充実・強化に向けては、これらの相談支援事業所が最適な役割分担と有機的な連携を図れるようなグランドデザインを描くことが必要になります。市町村の役割、基幹相談支援センターの役割、委託している場合の委託相談支援事業所の役割、並びに指定相談支援事業所の役割を精査するとともに、地域の各支援機関で共有できるように工夫することが必要です。
相談支援の内容（イメージ）　　市町村における相談支援体制の充実に向けて（H26.3）


・情報提供及び助言その他の障がい福祉サービスの利用支援等を行う一般的な相談支援の実施
・より専門的な相談支援が必要な場合は別の事業者等につなぐ。
（例）基幹相談支援センターや各種障がい種別を得意とする事業者等

※障がい者のニーズ（支援）の、もとになる部分（日々の不安等相談内容が不明確）
一般的な相談
・専門的な相談支援等の実施
・ピアカウンセリング等

※より専門性の高い内容、困難事例等については、基幹相談支援センターがSV等。

※専門性のある相談支援事業者がコミュニケーションを図り、支援方法等を明確にし、計画相談等につなぐ。
専門相談
・計画相談支援や地域移行・地域定着支援につなげるために必要な相談
（アセスメント、障がい福祉サービスへのつなぎ）

※相談内容及び支援の方向性等が明確。

基本相談
（特定相談支援・一般相談支援）














相談支援体制について　市町村における相談支援体制の充実に向けて（H26.3）
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○計画相談支援等～本人の生活の質向上に向けて
　支給決定プロセスにサービス等利用計画の提出が位置付けられたことにより、障がい福祉サービス等を利用するすべての障がい者等に計画相談支援又は障がい児相談支援を実施することになりました。計画相談支援等の導入により、障がい者ケアマネジメントの基本理念に基づき、本人のニーズに沿って、適切な組み合わせによるサービスが共通の目標のもと提供され、本人の生活の質の向上に寄与することが期待されます。

○セルフプラン～本人のエンパワメントの観点から
　法令上、身近な地域に事業者がない場合や、障がい者又は障がい児の保護者が希望する場合に提出できるものとして、指定特定相談支援事業者や指定障がい児相談支援事業者以外の者が作成する「セルフプラン」があります。セルフプラン自体は、障がい者等のエンパワメントの観点からは望ましいものですが、一方で市町村が体制整備に向けた努力を十分にしないまま安易に申請者をセルフプランに誘導することは、障がい者ケアマネジメントの観点からも望ましいとは言えません。セルフプランは本人の希望に基づいて選択されるものですので、市町村が十分な説明のもと、本人が真に希望しているか意向を確認することが必要です。さらに、すでにセルフプランを選択されている方であっても、市町村は本人の状況を把握し、作成時から変化があった場合等必要と考えられるときは、相談支援専門員による計画相談支援の実施についても丁寧に説明していくことが必要です。
　本来、セルフプランの作成は本人が自らの力で自身の生活をマネジメントすることであり、障がい者ケアマネジメントの最終的な目標とも言えます。相談支援の実施にあたっては、利用者が本来もっている力（ストレングス）を引き出し、本人が自分の生活を自分で作っていくという視点をもって力をつけていく（とりもどしていく）関わりが常に必要です。したがって、相談支援専門員は、本人が自身のニーズに基づき、十分に選択できる情報を得た上で自己選択・自己決定のもと生活をマネジメントし、セルフプランを作成するという可能性を視野に入れながら、そのプロセスに寄り添って本人をエンパワメントし、支えていくことが求められます。

＜コラム＞　セルフプランから相談支援専門員による計画作成に移行した事例
1 人との関わりが苦手な精神障がい者の事例　～本人の困りごとに合わせてメリットを伝える～
Ａさんは居宅介護の支給申請にあたり、市職員から計画相談支援の説明を受けましたが、新しい人との関わりを少なくしたいため、自身でのセルフプラン作成を希望されました。
居宅介護を利用する中で、ヘルパーとの関係がうまくいかず、事業所を何度も変えることが続きました。そのような中で、Ａさん自身もどうしたらいいかわからなくなってしまい、市職員に相談がありました。
市職員がＡさんの気持ちを確認しながら、本人が困っている事業所の調整や、どうしていいかわからなくなったときに相談できる先として、相談支援専門員がいることを説明しました。計画相談支援の提供により、本人が相談支援専門員に相談しながらニーズや気持ちの整理をし、事業所の調整も相談支援専門員が間に入ることで本人の混乱が少なくなり、安心感につながりました。

2 在宅で高齢の両親と生活する重度障がい者の事例　～将来の生活を共に考える～
　計画相談支援の導入以前より障がい福祉サービスを利用しているＢさんに支給決定の更新時期がきたため、市職員から計画相談について説明を行いました。本人は現在利用している事業所への通所を楽しみにしており利用継続を希望していました。それ以外の支援については、両親が自分たちでみていきたいという気持ちがありました。よって、サービスの継続利用の希望のみであり新たに相談しなくて大丈夫との思いからセルフプランを選択しました。
しばらくして、母親が要介護状態となってデイサービスを利用することとなり、両親はＢさんの介助や将来に対する不安は高まっていました。母親の担当のケアマネジャーが本人のことについて市の障がい福祉担当課へ相談することを勧め、父親が相談に来ました。市職員は、母親の状況や両親の不安を聞き取る中で、計画相談支援について改めて説明しました。将来本人が希望する生活を送れるように相談支援専門員が継続して相談にのれることや、希望する生活を実現するためのサービス利用の調整等を行えることを伝え、計画相談支援につながりました。
相談支援専門員が本人や家族と相談を進め、将来に向けて自宅以外の生活の体験の意味も含めて、新たに短期入所の利用等を進めるために調整を行いました。また、ケアマネジャーにも母親への支援の状況を聞き取りながら、家族全体を支えられるように連携して対応していくことを確認しました。

○ライフステージを見据えた連携について
　ライフステージに応じて、障がい児者の生活環境や支援者は変化していきます。これをつなぎ、一貫性・継続性のある支援を提供するためにも、相談支援専門員はライフステージに応じた変化を見据えて、障がい児者に対する説明や支援者をつなぐといった視点をもつことが大切です。
　児童期から成人期には、学校を中心とする生活から就労や障がい福祉サービス等の利用を中心とする生活に大きく変化していくため、相談支援専門員やそれぞれのライフステージを支える支援者は、本人の希望や生活スタイル等の情報を共有しつつ、変化の大きい時期を乗り切れるよう本人に寄り添うことが重要です。　　
また、65歳を迎えるにあたっては、本人の状態や気持ちも確認しつつ、市町村（障がい担当課及び高齢担当課）やケアマネジャー等の関係機関と連携しながら、相談支援専門員も制度や必要な介護保険サービスについて丁寧に説明しておくことが必要です。

【相談支援と障がい者ケアマネジメント】
○相談支援の基本方針
相談支援事業に共通する基本方針として、下記の内容があげられます。

①　相談支援は、障がい者本人（利用者）の意思及び人格を尊重し、常に当該利用者の立場に立って、行われるものでなければならない。
　②　利用者が自立した日常生活又は社会生活を営むことができるように配慮して行われるものでなければならない。
　③　利用者の心身の状況、その置かれている環境等に応じて、利用者等の選択に基づき、適切な保健、医療、福祉、就労支援、教育等のサービス（以下「福祉サービス等」という。）が、多様な事業者から、総合的かつ効率的に提供されるよう配慮して行われるものでなければならない。
　④　利用者に提供される福祉サービス等が特定の種類又は特定の障がい福祉サービス事業等を行う者に不当に偏ることのないよう、公平中立に行われるものでなければならない。
　⑤　相談支援事業者は、市町村、障がい福祉サービス事業等を行う者等との連携を図り、地域において必要な社会資源の改善及び開発に努めなければならない。
　⑥　相談支援事業者は、自らその提供する相談支援の評価を行い、常にその改善を図らなければならない。

○障がい者ケアマネジメント
　「障がい者ケアマネジメント」は、「本人の生活支援のために、本人の意向を踏まえ、福祉・医療・保健・教育・就労などの幅広いニーズと様々な資源との間に立って、複数のサービスを適切に結びつけるとともに調整を図り、総合的かつ継続的なサービス提供を確保し、さらには、社会資源の改善及び開発を推進する援助手法」と定義されています。
相談支援は、「障がい者ケアマネジメント」の手法により、本人中心、本人が望む生活の実現をめざします。相談支援専門員には、障がい者ケアマネジメントによる相談支援を通じて、障がい者一人ひとりに寄り添ったきめの細かい支援を行うとともに、多職種で構成されるチームが、同じ方向性・統一性をもとに環境調整を行っていくことが求められます。




ケアマネジメントの機能

[image: ]
ケアマネジメントの構成
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【相談支援専門員に求められる力】
障がい者ケアマネジメントを担う「相談支援専門員」は、障がい者やその家族等との信頼関係を構築し、障がい者の生活のみならず、その方の夢や希望などを叶えることを含め、個々の人生を支援する専門職です。障がい者ケアマネジメントの担い手として、ケアマネジメントの構成要素となる力を備えておくことが必要です。
（平成24年3月　大阪府障がい者自立支援協議会ケアマネジメント推進部会「相談支援ガイドライン」参照）

1 信頼関係を形成する力
相談支援専門員が作成する「サービス等利用計画」は、本人の希望に基づいて、本人とともに立案する生活設計の総合的プラン（本人中心の総合支援計画、マスタープラン等）とその支援のあり方、インフォーマルな支援等も含めた総合的な計画として位置付けされています。相談支援専門員は、サービス等利用計画の作成プロセスにおいて、本人の想いや希望をニーズとして明確化し、それを本人並びに支援者や、本人と関わりのある人と共有し、本人が望む将来像の実現に向けて、エンパワメントし、コーディネートしていきます。その過程において、本人に寄り添い、信頼関係を形成することが重要です。
信頼関係を築いていくためには、基本的なコミュニケーション技術を習得し、自分の考えを分かり易く明確に伝えるだけでなく、相手の表情、沈黙、場の空気など非言語的要素にも十分注意を払い、相手の気持ちを推察する能力が必要です。

2 サービスの知識・体験的理解
相談支援専門員は、相談支援に必要とされる福祉の理念、法制度やサービス等について、幅広く理解しておく必要があります。特に、障害者総合支援法における相談支援の位置付けやサービス等利用計画について、詳細に理解しておくことが求められます。また、そのような知識を必要に応じて分かりやすく本人に提供することが必要です。

3 専門的面接技術
相談支援専門員は、相談を通して、本人の生活全体を理解します。したがって、本人を一人の生活者として理解し、相互の十分な意思疎通を図ることによって、本人のニーズを共に明らかにしていくことが求められます。これらの過程において、本人の感情表現を敏感に受け止め、本人の価値を受容し、本人の自己決定を促すような面接技術を伸ばすことが大切です。

4 ニーズ中心のアセスメント力
相談支援専門員は、本人とともにニーズを探し出すアセスメントの能力が求められます。本人に関する情報収集の過程を経て、課題を明らかにしてニーズを明確にしていく観点を理解することが大切です。さらに、ニーズの背景となっている要因を分析することも重要です。その際、本人のできないことに着目するのではなく、本人のストレングスに着目して、エンパワメントしながらニーズを探し出す観点が重要です。

5 チームアプローチを展開する力
住み慣れた地域で継続して生活するために、本人の希望や多様な生活課題、生活全体を総合的に捉え、具体的支援を明確にし、地域の障がい福祉サービス事業者等の関係者と広くネットワークをつくり、チームアプローチの視点をもって支援を展開していきます。
そのため、相談支援専門員には、ケースを一人ですべてを抱え込むことなく、関係機関と関係者に情報発信・情報共有しながら、関係者間の統一的な支援方法を分かりやすく伝え、チーム内の合意形成や役割調整を確保していくなど、チームアプローチを可能とする調整の能力が求められています。
なお、チームの一員として、同じ当事者の立場から寄り添うことのできるピアと一緒に相談支援を進めることも考えられます。当事者として地域生活を送っている経験や工夫等の情報は本人のエンパワメントを促す上で、説得力があり、とても力強いものです。他の人に自分の体験談を話すことはピア自身もエンパワメントにつながりますが、一方で過去の感情（うれしい、悲しいなど）を思い起こす可能性もあります。同様に、ピアの話がどう心に響くのか、相談支援専門員は適切にアセスメントし、本人のニーズや状態に応じて、ロールモデルとしてのピアの姿を提示することやピアとの出会い・分かち合いの機会を作っていくことが相談支援専門員には求められます。

6 支援ネットワークの形成力
相談支援専門員は、本人のニーズを充足させるために、サービスを総合的・一体的に提供する役割を担っています。これらのサービス提供は、障がい福祉サービスをはじめとする公的サービスやインフォーマル・サポート等を組み合わせるものであり、支援のネットワークにより可能となります。相談支援専門員には、これらのネットワーク形成の能力も求められます。

7 資源改善・開発に取り組む姿勢
相談支援専門員は、チームアプローチやネットワークの形成に加え、本人の生活の質を一層高めるための支援内容に向けて、障がい福祉サービス事業所や行政機関をはじめインフォーマルサービスの活用の工夫など、社会資源を開発するための行動力や交渉力が求められています。
本人ニーズに合致したサービスを提供できるよう、自立支援協議会や事業者連絡会等を活用しながら、社会資源の改善や開発を提言していくことが重要です。


大切なことは、中心となるのはあくまで本人であり、相談支援専門員は専門的な知識や技術を活用しながら、本人が選択し、自己決定するプロセスを支えるために力を発揮していくことです。

また、相談支援専門員の活動のベースには、ケアマネジメントの基本理念となる、①ノーマライゼーションの実現、②自立と社会参加、③主体性・自己決定の尊重、④地域における生活、⑤エンパワメントの視点を認識するとともに、冒頭にも触れた「利用者の権利擁護」の視点が何より重要です。
自身の業務を振り返り、自らの価値観や支援者としての課題を客観的に見つめなおし、自己研鑽していくことが必要となります。　

＜コラム＞相談支援専門員として大切にしていること
　Ｃさんは、脳性マヒの身体障がい２級で、十数年間、入所施設で生活していました。地域での自立生活を望まれていましたが、お父さんからは無理だと言われ、本人もいろんなことが自分でできないと自立は難しいと思っていました。そのような本人の気持ちに寄り添いながら、折に触れて相談を継続し、７年近くたったころ、お父さんが旅行先で倒れ、緊急入院しました。その際に、お父さんは「将来のことは自分で考えろ」と本人に告げ、本人も「自分で考えないといけない」と思いはじめました。
　その気持ちの変化を受けた相談支援専門員は、いきなり自立生活をめざして取り組もうとアプローチするのではなく、本人が自分に自信をもつために、まず、身体にかかる負担軽減と活動範囲を広げて生活の質（ＱＯＬ）を高めることを目的に電動車いすの取得を勧め、必要な補装具の再申請等の手続きを本人自身に行政の窓口に出向いてもらったり、生活費も自身で管理できるよう銀行で手続きを進めてもらいました。相談支援専門員は、それらの手続きに窓口に一緒に出向いても、後ろに控えて見守り、困ったときの情報提供やアドバイスをするだけに努めました。そうした経験を通じて本人の自信を高めながら、当事者活動によるピアカウンセリングや自立生活プログラムに取り組んでいき、ほぼ5年をかけて地域での自立生活を果たしました。自立生活後も、ヘルパーの開始時間や終了時間がなかなか守れなかったり、食生活の不安定さから投薬を怠ったりすることに対しても、幼い頃からの自分の特徴を振り返ってもらうなどして、どう対処していくかを一緒に考える機会を



もつなど、ＱＯＬを高めるサポートも継続しています。
　こうした中で、相談支援専門員として心がけたことは、
・本人の後ろで寄り添うこと。
・信頼関係を築くこと。
・本人のニーズをキャッチし、確認していくこと。
・本人の意思決定を待つこと。
・「『本人が』変わっていく」ことを信じること。
表面的な本人の行動の裏にある、本人自身も気づいていない意識やニーズをつかみ、本人の気づきを促して次の行動につなげていくことは、時間も手間も必要ですが、本人に強いることなく、その思いに寄り添い、本人がよりよい生活を過ごせるよう支援することが相談支援専門員の役割だと考えています。




２　相談支援専門員の研修体系

[bookmark: _Toc429383716]（１）大阪府における相談支援専門員に係る研修体系
【相談支援従事者初任者研修、現任研修、専門コース別研修の位置づけ】
○相談支援従事者初任者研修
相談支援専門員として従事するための研修として、まず、相談支援従事者初任者研修（５日課程）（以下、「初任者研修」という。）があります。初任者研修の修了と厚生労働省告示に定められた実務経験を満たすことにより、指定特定相談支援事業所等の相談支援専門員として従事することが可能になります。初任者研修では、ケアマネジメントの基本姿勢及び地域の障がい者等の意向に基づく地域生活を実現するために必要な保健、医療、福祉、就労、教育などのサービスの総合的かつ適切な利用支援等の相談支援専門員として従事するに当たり必要な知識・援助技術の習得を目的として実施されます。

○相談支援従事者現任研修
次に、相談支援専門員として従事を続けるためのいわゆる更新研修として、相談支援従事者現任研修（以下、「現任研修」という。）が位置付けられています。現任研修は初任者研修修了の翌年度を初年度として5年以内毎に修了することが必要とされています（「現任研修受講イメージ」参照）。大阪府においては、現任研修を相談支援に現に従事する者を対象とする「現任者コース」と今後相談支援専門員として従事する予定の者を対象とする「予定者コース」にわけて実施しています。現任者コースでは、初任者研修で学んだ知識と実務を行うなかで得た経験を踏まえ、自らが担当した事例をもとに業務の振り返りを行うとともに、個別課題を地域課題へとつなげるスキルを身に付けるよう演習を実施し、相談支援専門員としての更なる質の向上を目指します。また、予定者コースでは初任者研修で学んだ内容を振り返り、相談支援の基本理念等を再確認し、円滑に相談支援業務に従事していけるよう研修を実施します。

相談支援専門員の要件
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現任研修受講イメージ
[image: ]

○専門コース別研修
＜専門テーマ別コース＞
初任者研修や現任研修は相談支援専門員として従事するために身に付けるべき障がい者ケアマネジメントの基本理念や相談支援専門員の役割、援助技術の習得を目的とした研修です。しかし、実際の支援においては障がい特性が多岐にわたる利用者を様々な関係機関と連携しながら支援することが必要であり、様々な分野のより専門的な知識や支援技術の習得が必要となります。そこで、大阪府では地域生活移行や高次脳機能障がい支援等テーマ別の専門コース別研修を実施しています。

専門コース別研修「専門テーマ別コース」
	年度
	コース名
	内容
	時期
	修了者数

	26
	高次脳機能障がい支援コース
	高次脳機能障がいの障がい特性の理解と計画作成
	H26.5～6
	54名

	
	医療的ケア（重症心身障がい児者）コース
	重症心身障がい児者及び社会資源等の理解
	H26.9～10
	64名

	
	権利擁護と虐待防止コース
	障害者虐待防止法、成年後見制度等の理解
	H26.10～11
	67名

	
	強度行動障がい支援コース
	強度行動障がいの障がい特性等の理解
	H26.12～H27.1
	53名

	
	地域移行支援コース
	地域生活移行に係る制度等の理解と地域移行支援計画等の作成
	H27.2
	40名


※相談支援従事者研修事業実施要綱にて示されるテーマ等に応じて、コース・時期は年度ごとに見直し、企画・実施予定。


＜指導者養成コース＞
さらに、地域における相談支援体制の充実に向けては、相談支援専門員が個別ケースを適切に支援できる力を身につけるのはもちろんのこと、各個別ケースに共通する課題を見極め、地域の資源を活用してその課題の解決に導く、いわゆる「地域づくり」の力も求められます。この地域づくりの中核となる相談支援専門員を育成するために、大阪府では専門コース別研修の指導者養成コースとして、ファシリテーションコースとスーパービジョンコースが実施されています。ファシリテーションコースではサービス担当者会議や自立支援協議会等で他のメンバーやチームの力を引き出すファシリテーション技術をもつ人材の育成をおこなっています。ファシリテーションコースの修了者は、相談支援従事者研修等で実際に演習のグループワークのファシリテーターを担い、研修で身につけた技術を実践により更にスキルアップすることが望まれます。また、スーパービジョンコースでは、地域において事例検討や困難事例を支援する際のスーパービジョンの実施や地域の実情に応じたスキルアップ研修の企画、並びに相談支援従事者研修における研修企画や演習リーダーとして活躍できる人材の育成を行います。スーパービジョンコースの修了者は、他の相談支援専門員への指導・助言やスキルアップのための研修企画・実施等を通して、積極的に後進の育成に励むことが期待されます。
指導者養成・スーパービジョンコースの修了者は自らの豊富な経験と研修で習得した知識や技術を活用し、地域の相談支援専門員を支えるとともに、地域全体の資質向上に向けて取組むことが期待されます。

専門コース別研修「指導者養成コース」
	年度
	コース名
	内容
	時期
	修了者数又は定員

	26
	ファシリテーションコース
	初任者研修演習ファシリテーターの養成
	H26.7
	60名

	27
	ファシリテーションコース
	
	H27.7
	70名

	
	スーパービジョンコース
	地域の相談支援のリーダー役の養成
	H28.2
（予定）
	30名



大阪府ではこれらの研修を通して相談支援専門員の養成・育成に取り組まれていますが、初任者研修から現任研修の受講まで最大で５年の間が空くこともあり、相談支援業務に従事したばかりの相談支援専門員にとっては不安解消や資質向上のための機会が必要とされます。したがって、この時期に市町村において、相談支援事業所内のOJTだけでは補うことが難しい、身近な事例の検討や地域で課題となっている事柄を共有する研修会等を実施することが効果的と考えられます。市町村や基幹相談支援センター職員に加え、指導者養成・スーパービジョンコースの修了者なども中心に、地域の相談支援専門員の経験や、地域で抱えている支援の課題に応じた研修の実施が望まれます。

平成24年4月より市町村での基幹相談支援センター設置が位置付けられ、各市町村において基幹相談支援センターの設置が進められました。基幹相談支援センターは地域の相談支援体制の中核となり、その専門性を活かして上述の市町村における研修を実施することが望まれます。しかし、基幹相談支援センターの設置から間もなく、研修の企画・運営を行う技術を習得することが今後必要とされています。したがって、大阪府においては、地域で実施する研修をバックアップするため、基幹相談支援センターの職員に向けて、地域の相談支援専門員に対する人材育成（研修会の企画・運営、日常的な事例検討会の開催、サービス等利用計画の点検・評価等）のノウハウや先行的な取組事例等の情報共有を図る、研修会を新たに実施することが望まれます。
　地域における相談支援専門員の育成に向けては、その地域の実情に応じて相談支援専門員に必要とされる知識・スキルなどの課題を抽出することが必要であり、これは基幹相談支援センターだけではなく、自立支援協議会として取り組むことが重要です。人材育成の観点からも、自立支援協議会を活性化し、地域の関係機関同士の連携の緊密化や地域の実情に応じた支援体制の整備が求められるため、基幹相談支援センターを対象とした研修会にあたっては、自立支援協議会の活性化の視点を盛り込むことが望まれます。
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[bookmark: _Toc429383717]（２）各研修の対象者と到達目標
【各研修の対象となる層・獲得目的等】
　相談支援専門員の養成・育成のために大阪府で実施している初任者研修、現任研修、専門コース別研修（専門テーマ別コース、指導者養成コース、基幹相談支援センター職員コース）における目的、獲得目標、期待する役割等については、相談支援従事者研修体系表（獲得目標及び期待する役割等）（別表P.●＜資料２＞）のとおりです。また、相談支援専門員が経験年数に応じて、これらの研修を受講するタイミングのイメージは、次のとおりです。
大阪府における相談支援従事者の研修受講のイメージ
	経験年数
（目安）
	法定研修
	任意研修（スキルアップ研修）
	基幹相談支援
センター対象

	
0年



5年



10年



15年



	
初任者研修



現任研修



現任研修



現任研修
	

指導者養成・
スーパービジョンコース
指導者養成・
ファシリテーションコース
専門テーマ別コース

	基幹相談支援センター職員研修






[bookmark: _Toc429383718]３　地域における相談支援専門員を支える仕組み

[bookmark: _Toc429383719]（１）市町村において相談支援専門員を支える仕組み
①相談支援専門員のフォローアップの取組み
　市町村においては、相談支援事業の実施者として、市町村内の相談支援のグランドデザインを描き、地域のネットワークを構築しながら、相談支援専門員のフォローアップや相談支援事業の円滑な実施に向けて取り組むことが求められます。

■市町村と相談支援事業所間の情報共有
　市町村域の相談支援体制の整備・推進のためには、まずは、市町村と相談支援事業所が現状や課題について情報を共有することが重要です。特に計画相談支援の推進にあたっては、市町村から計画作成の全体の必要者数や月ごとの更新者数を示し、全体の見通しを共有しながら、相談支援事業所の受入可能状況等について情報交換することが必要です。また、計画相談支援を実施するにあたり、アセスメントやニーズ整理、支援方法について、相談支援専門員は日々悩みながら取り組んでいることが想定されます。相談支援専門員が一人で抱え込むのではなく、悩みや課題を地域で共有し、解決に向けてどう取り組むか検討していくことが求められます。

【市町村における取組み例】
　○岸和田市での取組み
　相談支援事業所と市が参加する自立支援協議会相談支援部会の計画相談ワーキングと勉強会のそれぞれを隔月ごとに実施しています。計画相談ワークキングでは、市より計画相談支援の進捗状況や支給決定の更新者数に加え、新規の指定障がい福祉サービス事業所等の社会資源の情報についての情報提供や、計画相談支援に関する課題検討を実施しています。勉強会は主にグループワーク等の事例検討会を中心に実施しお互いに知恵を出し合いながら相談し合える体制をつくるとともに、その中で課題となったテーマについて得意とする相談支援専門員が中心となり事例の紹介・情報提供を実施するなどして、地域の相談支援専門員がよりよい相談支援を提供できるように連携しながら取り組んでいます。
　また、これらの取組みのなかで、提出書類や報酬請求のタイミング等、計画相談支援を実施する上での基本的な仕組みや事務手続き、各事業所から疑問に挙がったこと等を資料にまとめ、相談支援事業所と市とで共有できるようにしています。

　○泉佐野市での取組み
平成26年度に「計画相談推進ロードマップ」を作成し、計画相談支援の進め方や振り分けの流れを整理しました。市内の指定特定相談支援事業所と支給決定の更新者の情報や計画相談支援の進め方を可視化し共有しながら円滑な実施に向けて取り組んでいます。

○交野市での取組み
　自立支援協議会定例会の年間計画を決めるにあたり、年度末の定例会で現在の課題と次年度に取組みたいことを参加者がグループワーク形式で検討し、意見を出し合い共有するようにしています。ここで出た意見を踏まえ、基幹相談支援センターを中心に相談支援連絡会で市内の相談支援事業所とも協議して、勉強会や事例検討等の取組み内容を決めるようにしています。【参考資料：平成26年度定例会活動報告　P.●】
また、計画相談支援の導入をスムーズに行えるよう、利用者の同意を得て区分認定や勘案事項での聴き取りで市が把握している情報を指定特定相談支援事業所に提供しています。
（参考）相談支援事業所の事務の効率化を図るための取組み
	取組み
	計画相談支援
	障がい児相談支援

	計画相談支援等にかかる手引きを作成し、指定特定相談支援事業所等に提示し共有している
	12市町村
	6市町村

	利用者の同意を得て、区分認定や勘案事項での聴き取り内容を指定特定相談支援事業所等に情報提供している
	25市町村
	16市町村


（平成27年度障がい児者の相談支援に関する実施状況調査結果（大阪府調べ）より）

■新任の相談支援専門員へのフォロー体制の確保
新規に相談支援事業を実施するにあたり、事業者や新たに相談支援専門員として従事する者は、計画相談支援の実施の仕方や、対応に困ったときに相談先があるのか等不安を抱えていることが想定されます。新規事業者や新任の相談支援専門員が安心して円滑に事業を実施できるように市町村内でのフォロー体制を整えておくことが、新規参入を促す上でも、利用者に円滑に計画相談支援を提供する上でも求められます。

　○岸和田市の取組み
新規に指定を受けた相談支援事業所に対して、既存の相談支援事業所と既に共有しているサービス等利用計画を作成する上での留意点等をまとめた資料を渡すとともに、今後のフォローアップとして相談支援部会のワーキングや勉強会があることを説明し、参加を呼び掛けています。
また、市職員が障がい支援区分の認定調査に行く際に、新任の相談支援専門員に同行してもらい、アセスメントの仕方を学んでもらうとともに、相談支援専門員が行うアセスメントのフォローを行っています。さらに、既存事業所が作成したサービス等利用計画の好事例に市がなぜ良いのかのポイントをつけて提示したり、提出してもらった計画に今後確認すべき視点等を市がコメントして返したりして、新任の相談支援専門員が計画相談を実施しやすくなるようフォローを行っています。

○泉佐野市の取組み
新規指定事業者の不安を軽減するための対応として、泉佐野市では新規指定の働きかけのために法人へ説明に行った際に、相談支援の実施に関する協議の場としてケアマネジメント部会があることや、基幹相談支援センターによるバックアップ体制があることを説明し、事業実施後もフォローを受けることができる体制があることを伝えています。【参考資料：ケアマネジメント推進部会年間計画と実践項目　P.●】

■基幹相談支援センターにおける支援
基幹相談支援センターには、「総合相談・専門相談」（地域の相談支援事業所では対応が困難なケースに対して、専門的な相談支援）、「地域の相談支援体制の強化の取組み」（地域の相談支援事業所へのスーパーバイズや、人材育成のための勉強会や研修等を実施し、地域における相談支援体制の強化）の機能が備えられており、相談支援専門員に対する専門的な助言やフォローアップが求められています。
　[image: ]
厚生労働省資料（H24.2.20障害保健福祉関係主管課長会議）より

○堺市での取組み
　堺市では、各区に１か所障害者基幹相談支援センターを設置し、指定相談支援事業者で対応できない複雑困難な事例に対してのケースワークを実施しています。また、市全域の相談支援の拠点となる基幹相談支援センターとして「総合相談情報センター」を設置し、区障害者基幹相談支援センターや地域の指定相談支援事業所で対応できない専門的な相談に対し、市の専門相談機関と連携しながらサポートするとともに、障がい者に必要な情報の発信や、国制度やサービス事業所の開設など新たな情報を収集する役割により、地域の相談支援事業所を支援しています。

○泉佐野市での取組み
計画の質の担保と事業者へのフォローアップのため、サービス等利用計画案とあわせて自己確認シート（「大阪府相談支援ハンドブック」のチェックシートを一部改訂）を記入して提出してもらい、基幹相談支援センターで確認しています。これにより、計画作成者がポイントに沿って自己確認できるとともに、基幹相談支援センターで確認することにより各相談支援専門員が抱える課題の可視化・共有化を図り、適宜助言をすることで、相談支援専門員の悩みの解決や計画の質向上に向けて取り組んでいます。
【参考資料：自己確認シート　P.●】
また、必要に応じて基幹相談支援センターの職員が指定事業所のアセスメントに同行したり、計画作成に当たっての利用者の課題整理を共に行うなど、個別の状況に応じた支援を行うことで事業所のフォローアップを行っています。

②市町村で実施している研修例（OJT）
　平成27年度障がい児者の相談支援に関する実施状況調査（大阪府調べ）によると、相談支援専門員を対象に研修会や事例検討会を実施している市町村は25か所（平成26年度実績）となっています。実施主体は基幹相談支援センターや自立支援協議会運営事務局が主に担っており、市町村域のすべての相談支援事業所を対象に研修が実施されています。
　内容としては、事例検討や相談支援専門員間の情報交換に加え、相談支援専門員の役割やサービス等利用計画の作成方法、面接技術や各種制度についてなど多岐にわたります。








（参考）研修会や事例検討会の実施状況（平成26年度実績）
1 研修実施の有無：あり25市町村、なし18市町村
2 実施主体（複数回答有）　　　　　　　　③　対象者（複数回答有）　

④　実施内容
相談支援専門員の役割、本人中心の計画作成について、サービス等利用計画の記入方法、計画相談支援の事務の流れ　面接技法の実践的研修、地域移行支援に関する研修（制度説明、地域移行支援計画の作成等）、　各種制度について、発達障がいの理解、　サービス等利用計画と個別支援計画の整合性について、事例検討、相談支援事業所間の意見交換　等
（平成27年度障がい児者の相談支援に関する実施状況調査結果より）


　次に、市町村で取り組まれている研修や勉強会の具体例について紹介します。

○堺市の取組み
　堺市では、計画相談支援・地域相談支援を実施する相談支援専門員に対し、その制度理解や質を高めることを目的に相談支援実務者研修を実施しています。特に、障がい相談の経験年数が浅い職員については、現場で学習するだけでなく、現在の自分の支援手法を改めて自己評価し、見聞を広める機会が必要と考え、初任者研修修了後から現任研修を受ける間のフォローを含め、障がい者相談経験が5年以下の相談支援専門員を対象として、市が実施しています。
　また、基幹相談支援センターでは、市域事業所向けに相談支援に関する研修を年2回、その年のトピックスに関する研修を年2回、地域移行支援に関する研修を年1回実施しています。また、区域向けに障がい啓発を含む内容の研修等を各区年1回(計7回)実施しています。
　なお、平成27年度からは研修体系を、主に障がい福祉等に関する制度や堺市の窓口等相談支援を実施する上で知っておくべき手続き等に関する説明を市が担い、相談支援専門員の資質向上のための研修を基幹相談支援センターや堺市障害者相談支援専門員協会（任意団体）が実施、障がい種別に応じた専門的な理解を促す研修は専門機関が実施するよう整理し、より役割を明確にして取り組むこととしました。





≪平成26年度取組み例≫
	テーマ
	計画の見直し（モニタリング）について

	対象者
	初任者研修修了者のうち現任研修未受講の方
初任者研修修了者のうち相談経験５年以下の方
（当てはまらない場合でも申し込みは可）

	実施主体
	堺市　障害施策推進課　相談支援係

	実施内容
	1日目（PM）


2日目（AM）
	制度説明（講義）　　　講師：堺市障害施策推進課
計画の見直し（演習）　講師：プール学院大学（現 長崎国際大学）　武藤准教授　　　　　　　　　　　　　　
計画の見直し（演習）　講師：同上

	テーマ設定の経緯
	平成25年度実務者研修ではアセスメントをテーマに研修を実施。
モニタリングにおいて毎回同じようになっていないかという課題を踏まえ、その時の本人のニーズや状況を把握し、目標やサービスの見直しをできるように、利用者への聞き取り方法の工夫等を習得するため、「計画の見直し」をテーマとした。

	参考資料
	実施要領兼企画書、タイムスケジュール、研修資料　P.●～●



	テーマ
	【相談支援】本人中心の計画作成のために大切なこと(基礎編)・ (実践編)

	対象者
	堺市内の指定相談事業所　他

	実施主体
	基幹相談支援センター

	実施内容
	(基礎編)






	相談支援の基礎、ミスポジション理論の基礎を学ぶ研修。講義・一部個人ワーク。
　（タイムスケジュール）
　　・ミスポジション論の説明（２０分）
　　・「顔」とエコマップ（１５分）
　　・ストレングスとリフレーミング（１５分）
　　・５ピクチャーズ記入（１５分）
　　・主訴と背景のズレの核の見定め（１５分）
　　・まず、何から始めるか（５分）
　　・社会資源（説明）（１０分）
　　・質疑応答（１０分）

	
	(実践編)




	ロールプレイを含むグループワーク
・相談支援専門員役、本人役、父親役を決めて、事例に沿って、重要事項の説明、計画作成のためアセスメントのロールプレイを実施。
・グループごとに計画案を作成し、発表。
・本人役が計画を選び、その後の担当者会議、本人への同意等についてロールプレイを実施。
・振り返りまとめ

	
	(基礎編・実践編)
	講師：大阪府障がい者相談支援アドバイザー

	テーマ設定の意図
	(共通)本人中心としたサービス等利用計画作成のために必要なアプローチを身につけることで、相談員自身のスキルアップにつなげる。
(基礎編)相談員として働いているが初任者研修が未履修の方、日中活動事業所職員が『５ピクチャーズ』を使いこなすための基礎的な知識を学ぶことで、堺市全体の相談支援の質の向上を目指す。
現任研修履修レベルの相談員が、相談支援の場面のロールプレイを通しお互いの気付きの中で、支援のあり方を学ぶ。



	テーマ
	【トピックス】改正精神保健福祉法における医療と福祉の連携について

	対象者
	堺市内の指定相談事業所・精神科病院スタッフ他

	実施主体
	基幹相談支援センター

	実施内容
	・改正精神保健福祉法に関する行政説明
・病院の立場から（入院からの流れ、退院後生活環境相談員、医療保護入院者退院支援委員会について）
・地域の立場から（地域援助事業者について、堺市における医療と福祉の連携フロー (案) について）

	テーマ設定の意図
	改正精神保健福祉法の施行を踏まえ、精神科病院からの地域移行に関してスムーズな体制作りを行う。精神科病院と地域の連携強化を目指す。



	テーマ
	【トピックス】医療と福祉の連携～小児慢性特定疾患の事例を通じて～

	対象者
	堺市内の指定相談事業所、医療機関　他

	実施主体
	基幹相談支援センター

	実施内容
	第一部『パネルディスカッション医療と福祉の連携～事例を通じて～』
　モデルケース（小児慢性慢性疾患）を通じて各機関の役割や制度の紹介を行う。①小児慢性特定疾患について、疾患や制度について②事例紹介
③ディスカッション　テーマ：医療と福祉の連携で感じていること。
講師：診療所、保健センター、障がい福祉サービス事業所、相談事業所
第二部『グループワーク』
テーマ：医療と福祉の連携の現状・困っていること

	テーマ設定の意図
	事例を通じて医療従事者、障がい福祉の連携の実際、難病で利用できる制度を知る。またグループワークを通じて顔の見える関係を作り、医療と福祉それぞれの支援者間のスムーズな連携につなげていく。



	テーマ
	【地域移行】地域移行支援研修～自分で暮らすっていいよ!!～

	対象者
	堺市内の指定相談事業所・精神科病院スタッフ・入所施設　他

	実施主体
	基幹相談支援センター

	実施内容
	『グループホームでの取組みと当事者さんのお話し』
・グループホームで行っている地域生活への取組みについて
・実際にGHからでて、単身生活等をしている当事者さんのお話し

	テーマ設定の意図
	医療機関・施設等地域移行前の関係機関、グループホーム事業者に「地域生活を目指す」プログラムの紹介と実際に活用し地域で暮らす当事者の生の声を届け、地域移行＝グループホームだけではない、「地域で暮らすこと」を改めて考える場とする。指定相談事業所にとって労力のかかる地域移行支援の醍醐味を感じてもらい、元気のもらえる研修とする。



○岸和田市の取組み
　岸和田市では、すべての指定相談支援事業所と市障がい者担当課、障がい児担当課が参加する相談支援部会において事例検討や勉強会を実施しています。相談支援専門員が対応している事例で支援が困難な場合等に、事例検討の場に挙げることにより、他事業所の相談支援専門員から様々な意見を聞き、対応につなげています。また、勉強会では、各相談支援専門員の強みを活かして、例えば障がい種別や居宅系や施設等のサービス種別ごとの特徴等について情報交換を行い、知識を共有しています。なお、事例検討や勉強会から出てきた課題を抽出し、研修内容や取組みに反映するようにしており、平成26年度はサービス等利用計画の様式の作成を行いました。

≪研修会（勉強会）の取組み例≫　
頻度　：2か月に1回実施
　出席者：市障害者支援課、市児童育成課、市保育課、市内指定特定相談支援事業所

	テーマ
	障がい児支援について

	実施内容
	療育過程、発達相談、社会資源について（就学前後の岸和田市のフォロー体制、就学児童の利用できる制度、家庭児童相談・子どもの発達相談、障がい児通所支援事業所　＜医療的ケアの可能施設、聴覚障がい児の対応可能施設等＞）
担当：児童育成課

	テーマ設定の経緯
	相談支援専門員より18歳までに利用できるサービスや社会資源が知りたいとの声が挙がり、児童育成課より説明を実施。



	テーマ
	精神障がいについての基礎知識

	実施内容
	精神疾患と症状、支援の例、質疑応答
　担当：委託相談支援事業所（精神）

	テーマ設定の経緯
	勉強会の中で、精神障がい者に対する支援が難しいとの声が挙がり、精神の障がい者支援に強い委託相談支援事業所はどのような支援方法を行っているかを知りたいとのことで、当該相談支援事業所職員が講師役となって説明を実施



	テーマ
	地域移行支援について～２つの方法から～

	実施内容
	精神科病院からの地域移行と、障がい者施設からの地域移行
地域移行支援の利用をする方法としない方法での取組みについて
　担当：相談支援事業所

	テーマ設定の経緯
	地域移行支援部会の一員である２つの相談支援事業所より、地域移行を担う事業所の不足が課題となっており、特定相談支援事業所がこの課題に関心を持つことで課題解決につなげたいとの意向から、部会を代表して地域移行支援の取組みを発表。


　【参考資料：相談支援部会報告書（平成26年4月～27年6月）P.●】

○泉佐野市の取組み
　泉佐野市では、自立支援協議会ケアマネジメント部会において基幹相談支援センターが中心となり企画し、研修を実施しています。
　平成26年度は、大阪府の初任者研修の第1回目の終了に合わせて、10月に相談支援専門員の現任者と初任者の双方を対象とした合同研修を実施しました。さらに、11月にはケアマネジメント部会（現任者及び初任者）と事業所連絡会合同研修会として、相談支援専門員だけでなく障がい福祉サービス等事業所も対象に、サービス等利用計画と個別支援計画の関係を取り上げた研修を実施し、相談支援専門員とサービス事業所の双方がそれぞれの役割や計画の関係性に対する理解を深め、連携しやすくなるよう取り組まれています。
さらに、12月以降は、現任者向けと初任者向けを分け、それぞれのスキルの応じた研修やバックアップ支援を行っています。

≪平成26年度取組み例≫
	テーマ
	相談支援専門員の役割～本人中心支援～

	対象者
	相談支援専門員現任者、初任者研修修了者、行政、基幹相談支援センター

	実施主体
	基幹相談支援センター

	実施内容
	1 研修会の目的について
2 本人中心支援（事例検討）　講師：大阪体育大学　大谷教授

	テーマ設定の経緯
	計画推進に向け、相談支援専門員の初任者と現任者の交流の機会をもつとともに、サービス等の利用計画作成の視点を共有するために、計画作成する上で重要な「本人中心支援」の視点をテーマに設定した。

	参考資料
	実施内容等（ケアマネジメント部会・初任者合同研修会報告書）　P.●



	テーマ
	サービス等利用計画と個別支援計画との整合性について
　～相談支援事業所とサービス提供事業所の関係性～

	対象者
	相談支援専門員、障がい福祉サービス等従事者

	実施主体
	基幹相談支援センター

	実施内容
	第1部【共通】本人の想いに寄り添う相談支援　サービス等利用計画について（講義）　講師：大阪府障がい者相談支援アドバイザー
第2部【サービス事業所向け】本人中心の支援に向けて（講義）
講師：大阪府障がい者相談支援アドバイザー
第2部【相談支援専門員向け】意見交換
　　　　ファシリテーター：大阪府障がい者相談支援アドバイザー

	テーマ設定の経緯
	計画推進にあたり、サービス事業所にサービス等利用計画の周知と相談支援専門員との連携を図るため「サービス等利用計画と個別支援計画との整合性について」をテーマに設定した。

	参考資料
	実施内容等（ケアマネジメント部会・事業所連絡会合同研修会報告書）　P.●



○交野市の取組み
　交野市では、自立支援協議会定例会で年に３回程度事例検討を実施しています。定例会のメンバー（相談支援事業所や障がい福祉サービス等事業所、支援学校、市社会福祉協議会、障害者就業・生活支援センター等）に３グループに分かれてもらい、事例紹介の後、相談支援専門員がファシリテーター役を担ってグループワークを行い、その内容を発表して全体で共有するようにしています。なお、機関同士の関係づくりの意味も含めて、定例会では１年間を通して同じグループで検討するようにしました。そして、事例検討を通して挙がった課題について勉強会を実施し、支援力の向上につなげています。

≪平成26年度取組み例≫
	テーマ
	性に関する教育について

	対象者
	自立支援協議会定例会メンバー

	実施主体
	自立支援協議会運営事務局（基幹相談支援センター）

	実施内容
	性に関する教育について　女子少年院の実践から学ぶ（講義）
講師：女子少年院　法務教官

	テーマ設定の経緯
	事例検討の中で、異性との関係がうまく作れない当事者への支援が課題となり、女子少年院での性教育の実践例から障がい者の性について学ぶこととした。



	テーマ
	障がい児支援について

	対象者
	自立支援協議会定例会メンバー

	実施主体
	自立支援協議会運営事務局（基幹相談支援センター）

	実施内容
	1回目

2回目
	1 療育について　② 市内児童関連事業所の紹介
講師：市内の児童発達支援事業所職員
交野市における子育て支援について
講師：交野市子育て支援課、健康増進課

	テーマ設定の経緯
	障がい児の相談支援を得意とする事業所がなく、障がい児相談の質の向上を図るために、まずは障がい児に関係する制度や市の取組み内容を理解することが必要と考え、本テーマで勉強会を行った。



	テーマ
	交野市介護支援専門員連絡会、交野市相談支援連絡会交流会

	対象者
	ケアマネジャー、地域包括支援センター、相談支援専門員、市職員

	実施主体
	交野市介護支援専門員連絡会・交野市相談支援連絡会

	実施内容
	計画相談とは　講師：相談支援専門員
事例説明（担当の相談支援専門員及びケアマネジャー）
　　※介護保険サービスを利用する両親と障がい福祉サービスを利用する障がい者が同一の世帯にいる事例を通して、相談支援専門員やケアマネジャーの役割や障がい・高齢のサービスをお互いに理解する。
基幹相談支援センターの紹介　講師：基幹相談支援センター
グループワーク【テーマ】お互いに聞きたいことや悩んでいること
発表

	実施の経緯
	高齢者で介護保険を利用しているケースにおいて、その家族に精神障がいや発達障がいのある方がいる場合や、障がい者が介護保険に移行する際の課題等について理解を深めるため、介護支援専門員連絡会からの申し出により相談支援連絡会との交流会を実施することとなった。
相談支援専門員とケアマネジャーとの顔の見える関係づくりを目的に、具体的な事例を通して相談支援専門員の役割や障がい福祉サービスの説明をすることで、障がい者の生活像や相談支援専門員とケアマネジャーの連携のイメージをもってもらえるよう工夫して実施した。

	参考資料
	プログラム、交流会資料　P●



③連携の基盤づくり
　地域で障がい者等の暮らしを支えるためには、相談支援事業所、障がい福祉サービス等事業所、そして障がい者等を支える医療、教育、就労等の関係機関が連携することが必要不可欠です。相談支援専門員間のネットワークづくりや相談支援事業所と障がい福祉サービス事業所間のネットワークの構築が市町村の役割として求められています。

■相談支援専門員間のネットワークづくり
　相談支援の充実に向けては、スーパービジョンの実施や相談支援専門員が互いに相談し合う体制の確保が求められています。しかし、現状としては相談支援専門員が一人の相談支援事業所が多く、一人で悩みを抱え込むことや、不安を抱えながらも相談できずにいることなどが想定されます。したがって、地域の相談支援専門員が集まり、情報交換や課題を共有し共に検討できる場、つまり相談支援専門員同士が互いにエンパワメントし合える場を設定するなど、相談支援専門員間のネットワークづくりに資する取組みが必要とされています。

○岸和田市の取組み
　　岸和田市では、平成24年度当初、計画相談支援の開始にあたって必要な方策を市と4か所の相談支援事業所とともに検討し、サービス等利用計画の意義を押さえること、相談支援専門員を孤立させないこと、相談支援事業所間のネットワークを構築することを方針として進めることにしました。
　　まず、計画相談支援の意義を伝えるための取組みとして、計画相談の基本（サービス等利用計画と個別支援計画の違いや計画相談支援の意義）を市と相談支援事業所が一緒に寸劇を実施し、相談支援事業所や障がい福祉サービス等事業所にわかりやすく伝えるようにしました。【参考資料：寸劇シナリオ P.●】
次に、相談支援事業所間のネットワークの構築のために、相談支援事業所間及び市との情報交換ができる場として、市内のすべての指定相談支援事業所が参加する自立支援協議会相談支援部会の計画相談ワーキングと勉強会をそれぞれ隔月で実施しています。計画相談ワーキングは、市の障がい者担当課と障がい児担当課が交互に司会進行を行い、主に市からの情報提供（計画の進捗状況や更新必要者数、社会資源の情報等）や計画相談支援の課題検討の場として実施しています。また、勉強会では、司会進行を事業所の輪番制とし、グループワーク等の事例検討や講師を招いて勉強会等を実施しています。それぞれの課題や悩みを共有し、他の事業所から支援に対する助言をし合い、悩みの解決や支援の向上につながるよう取り組んでいます。
これらの取組みを通して、相談支援専門員の孤立化を防止し、一人で抱え込まず地域全体で支えることのできるネットワークを構築しています。
　　 
○兵庫県姫路市の取組み
　姫路市では指定特定相談支援事業所が急増し（H27.7現在35ヶ所、相談支援専門員64名）、一堂に会して行う会議や研修では双方向の意見交換や自由な発言をすることが困難になってきたことから、平成27年度より委託の相談拠点事業所（5法人）を中心とした東西２ブロックに分かれた取組みを開始しています。「タイムリーに、こじんまりと、双方向のバックアップ体制」を掲げて隔月でブロック会議を開催し、事例検討会や計画相談に関するグループワーク、国や県・市からの情報提供、参加事業所の紹介や見学なども盛り込んで実施しており、互いに顔が見える関係づくり、拠点事業所が一般の指定特定相談支援事業所をサポートする仕組みづくりを展開しています。
また、年に３回は市内の全相談支援事業者が集まる場を設定し、行政や就業・生活支援センターなど他の相談支援機関なども加わって姫路市全体の課題や取組みを全員で共有しているほか、相談支援専門員と自立支援協議会を結ぶ橋渡しの場としての役割も果たしています。
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出典：大阪府平成27年度第1回地域自立支援協議会情報交換会(平成27年7月7日)
　　　（社福）姫路市社会福祉事業団　　姫路市総合福祉通園センター・ルネス花北
　　　相談支援事業所　ぱっそ・あ・ぱっそ　相談支援専門員　濱　亜紀子氏資料より

■地域のネットワークの構築
　相談支援業務は、障がいのある方のニーズと地域の社会資源をつなぐ業務です。障がい者のニーズに沿った暮らしを支えるためには、様々な分野の支援者がチームとして対応することが求められます。様々な機関がチームとして連携して対応することができるよう、市町村又は基幹相談支援センターが中心となって、自立支援協議会等を活用しながら地域のネットワークの構築に取り組むことが必要とされています。その際には、高齢や児童の担当部局、保健センターなどの関係機関はもとより、社会福祉協議会をはじめとする地域福祉を担う機関等幅広い支援機関との連携も視野に入れ、ネットワークを構築していくことが期待されます。障がい児者の生活を支えるために、地域資源の情報を収集し、その方にとって最適な連携を構築できるよう常に心がけておくことが求められます。
[bookmark: _GoBack]【参考資料：Ｐ●　地域の相談支援・関係機関とのネットワーク】
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○岸和田市の取組み
　　計画相談支援を導入するにあたり、相談支援事業所と障がい福祉サービス等事業所との連携は不可欠であったため、障がい福祉サービス等事業所にも計画相談支援の意義やサービス等利用計画と個別支援計画の違い等について、市と相談支援事業所が一緒に寸劇を行い、わかりやすく伝えるようにしました。
　　また、市主催の障がい福祉サービス等事業所等を対象とした事業所説明会の際には、相談支援専門員に協力してもらい、相談支援の役割の説明とともに、サービス担当者会議等への協力を呼び掛けています。相談支援専門員が直接説明することで、相談支援専門員と障がい福祉サービス等事業所が顔の見える関係となるようにしています。

○交野市の取組み
相談支援事業所と他の障がい福祉サービス等事業所との連携にあたり、平成25年度の自立支援協議会各部会において、市職員がサービス等利用計画と個別支援計画の違いを説明し、それぞれの役割を理解した上で実務を行えるように取組みました。
また、自立支援協議会定例会において相談支援の事例を相談支援事業所だけでなく、障がい福祉サービス等事業所や支援学校、市社会福祉協議会、障害者就業・生活支援センター等の各種関係機関がともに考えることにより、相談支援の理解を促すとともに、地域全体で連携して障がい者を支える意識づくりのきっかけとしています。

[bookmark: _Toc429383720]（２）大阪府の役割
①相談支援専門員に対する支援
　○相談支援専門員の養成
　　相談支援専門員として従事するために必要となる初任者研修は都道府県が実施主体として位置付けられており、第2章にも記載のとおり、大阪府においても相談支援専門員の養成確保に向けて実施されているところです。初任者研修では、相談支援事業に従事するにあたり必要な障がい者ケアマネジメントの基本理念や相談支援専門員として求められる力や視点を理解し、実践につなげていくことのできるよう、研修内容を検討し、質の確保に努めていくことが必要です。
さらに、養成した相談支援専門員が着実に相談支援事業に従事するよう、市町村と連携するなどの工夫を重ねていくことが重要です。

　○相談支援専門員の育成と質の向上
　　専門的スキルを高めた相談支援専門員を育成する専門コース別研修を実施し、府域の課題や制度の動向等を踏まえたテーマ別の研修機会を確保し、相談支援専門員のさらなる質の向上を図ることが求められます。
　　また、相談支援専門員の人材育成と定着支援に向けては、地域で支え合う仕組みが必要です。平成27年4月1日現在、基幹相談支援センターは府内28市町村で設置されており、各市町村においては基幹相談支援センターや自立支援協議会事務局が中心となり地域の指定相談支援事業所のフォローアップや研修を実施しているところですが、さらなる充実に向けて、地域の相談支援の中核となる相談支援専門員がスーパービジョンやファシリテーション等の専門的な技術を習得し、地域の相談支援の充実に向けたマネジメントや地域の相談支援専門員を支援できるようスキルアップを図ることが求められています。これらの者に対して指導者養成コース（スーパーバイズコース、ファシリテーションコース）を実施し人材育成を図るとともに、市町村への修了者名簿の情報提供等を通して、修了者が自立支援協議会の運営・参画や人材育成のための研修企画等の役割を担うなど地域で活躍できるよう市町村との連携を図ることが望まれます。

2 市町村に対するバックアップ支援
　○府内の状況把握及び先行事例等の紹介
　　市町村における相談支援体制の整備が図られるよう、大阪府としては市町村の実態を調査等により把握し課題を抽出するとともに、各市町村における取組みの先行事例について市町村間で共有する機会を確保することが必要です。先行事例を集約し、工夫点等を取りまとめて市町村に周知することに加え、市町村や基幹相談支援センター等の職員を対象に情報交換の機会を設けることが有効と考えられます。特に、基幹相談支援センターは、現時点では、設置されて間もないセンターが多い中、地域の相談支援の中核的役割を果たせるよう、府が先行事例やノウハウ等を共有する機会を創出するなどのバックアップ機能を発揮していく必要があります。
これらを通じて把握した市町村での課題に対して、他市町村が実施する取組みを聞き取り、参考としながら各市町村の実情に合わせた取組みを推進できるよう働きかけていくことが必要です。
　　さらに、大阪府障がい者自立支援協議会ケアマネジメント推進部会では、「市町村における相談支援体制の充実に向けて」（平成25年度）を取りまとめ、基幹相談支援センターの先行事例の紹介や相談支援体制の整備に向けた市町村及び大阪府の役割を提示しています。また、相談支援の基本理念をまとめた「相談支援ガイドライン」（平成23年度）やサービス等利用計画の記入例や作成プロセスを紹介した「相談支援ハンドブック」（平成24年度作成、平成26年度改訂）を作成しています。市町村がこれらを活用して体制整備を図り、円滑に事業を推進していけるように、大阪府が働きかけていくことも必要とされます。

○障がい者相談支援アドバイザーの派遣
大阪府では障がい者相談支援アドバイザー派遣事業により、障がい者等の相談支援に関し実務経験豊富なアドバイザーを派遣し、各市町村の基幹相談支援センター等に対するスーパーバイズや地域自立支援協議会の活性化など市町村及び地域の相談支援体制の充実強化を目指した助言等を実施しています。アドバイザーの派遣申込みにあたって市町村が自ら、アドバイスを求めるに至る背景・課題等の整理を行うことで、市町村の強み・弱みを分析する「地域診断」の一助となることが期待されます。

　大阪府においては、これらの取組みを通して、市町村が地域の実情に合わせた相談支援体制を整備し、地域のネットワークを構築して相談支援専門員を支えることにより相談支援のさらなる向上を図り、障がい者等の暮らしを支えていけるよう、バックアップ支援を行うことが求められます。
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[bookmark: _Toc429383722]◆大阪府障がい者自立支援協議会ケアマネジメント推進部会　委員名簿

		（敬称略・五十音順）
	氏　　　名
	職　　　　　　　　　　名
	備　考

	大谷　悟
	大阪体育大学　健康福祉学部健康福祉学科　教授
	部会長

	姜　博久
	特定非営利活動法人障害者自立生活センター　スクラム
代表理事
	

	辻　和也
	社会福祉法人わらしべ会　わらしべ園　施設長
	

	羽室　剛
	社会福祉法人ふれあい共生会
地域活動支援センターもくれん　管理者
	

	森　繁樹
	堺市健康福祉局障害福祉部障害施策推進課
主幹兼相談支援係長
	

	米本　紗織
	岸和田市 保健福祉部　障害者支援課
	



事務局　大阪府福祉部障がい福祉室地域生活支援課
　　　　大阪府障がい者自立相談支援センター
その他	自立支援協議会運営事務局	委託相談支援事業所	基幹相談支援センター	市町村	4	12	4	13	7	

その他	指定相談支援事業所職員	委託相談支援事業所職員	基幹相談支援センター職員	市町村職員	7	23	17	15	15	
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